
移行時運営安定化事業について

神奈川県保健福祉部障害福祉課

平成21年１２月

※ この資料は、12月24日現在、厚生労働省から示されている資料等に基づいて、神奈川県で作成しました。

今後、国の正式な通知の発出等により変更されることがありますので予めご了承ください。

V2.0

●移行時運営安定化事業（従前額助成）の新算定シートの選択方法（P2上、P5下）
算定シートが一部簡素化されたことに伴い、新算定シートの選択方法を変更しました。

（ただしこれまでの算定シートを選択し計算することでも差し支えありません。）

●運用上の留意事項について（P7下、P8上）
これまで検討中とされていた部分が示されました。

●厚生労働省資料の事務連絡を最新版に変更（P8下、P9上下、P10上）

V1.0→V2.0の主な変更点・追加したページ等
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移行時運営安定化事業について

Ⅰ 事業の趣旨

○ 旧法施設や精神障害者社会復帰施設等が新体系サービスに移行すると、施設の運営状

況等により、報酬が旧法施設等の実績を下回ることがある。

○ このような場合に、従前の旧法施設等の収入まで保障する。（差額を加算）

○ 運営費補助方式の精神障害者社会復帰施設等が、新体系サービスに移行した場合も同

様である。

○ 既に９割保障（特別対策）を受けている旧法施設の場合、新体系サービスに移行しても引

き続き、移行前の水準を確保することができるが、移行前に９割保障を受けていない施設の

場合、９割保障を受けることになる水準まで、収入が低下する場合がある。
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（３）精神障害者社会復帰施設等が新体系サービスに移行した場合

「新体系移行前年度の国庫補助基準額※」と、「移行した後の報酬実績の額」の差額を保障

※「新体系移行前年度の国庫補助基準額」には、自治体単独加算を含みませんので、そ
れぞれの補助金の執行先自治体に確認してください。

（１）平成21年５月以降に旧法施設から新体系サービスに移行した場合

新体系移行前月において、９割保障を受けていない施設

↓
「新体系移行前月の旧法施設の報酬実績額」と、「移行した後の報酬実績額」の差額を保障

（２）平成21年４月以前に旧法施設から新体系サービスに移行した場合

新体系移行前月において、９割保障を受けていない施設

↓

「新体系移行前月の実利用者数で平成21年４月の旧法施設の報酬を算出した額」と、「移行し
た後の報酬実績の額」の差額を保障

＊新体系移行前月に９割保障を受けている施設は本事業の対象外

＊新体系移行前月に９割保障を受けている施設は本事業の対象外
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精神障害者社会復帰施設等

<身体障害者>

小規模通所授産施設、福祉工場、福祉ホーム

<精神障害者>

生活訓練施設、入所授産施設、通所授産施設、
小規模通所授産施設、福祉工場、福祉ホーム、
福祉ホームＢ型

<知的障害者>

小規模通所授産施設、福祉工場、福祉ホーム

<知的障害者>

入所更生施設、入所授産施設、通所更生施設、
通所授産施設、通勤寮

<身体障害者>

更生施設、療護施設入所授産施設、通所授産
施設

特定旧法指定施設
※ ９割保障（特別対策）を受けていない施設に限る）

<居住サービス>

共同生活介護、共同生活援助、障害者支援施
設

<日中サービス>

療養介護、生活介護、自立訓練、就労移行支
援、就労継続Ａ型、就労継続Ｂ型、

新体系サービス

※通所部、分場を含む

※障害児施設は対象外

※精神障害者地域生活支援センターは対象外

※基準該当事業所は対象外

※公立施設は対象外（指定管理施設は除く）

※国立施設、のぞみの園は対象外

※多機能型及び障害者支援施設はそれぞれ一の事業所（施設）と

して扱う。

※共同生活介護、共同生活援助は、住居ではなく指定事業所単

位で扱い共同生活援助、共同生活介護を一体的に行う場合は、

一の事業所として扱う。

Ⅱ 対象となる施設

移行前 移行後

Ⅲ 事業開始時期

（１）請求開始時期

平成21年10月サービス提供分から（11月請求）

（２）請求方法

① 新設されるサービスコード「＊＊＊＊移行時運営安定化」を使用し、本体報酬を電子請

求受付システムに伝送する際に同時に伝送請求する。（サービスコードは次頁）

③ 請求する単位の算出方法は、「Ⅳ移行時運営安定化事業の助成額の算定」を参照。

なお、算出用のエクセルシートは、下記ホームページに掲載。

② 簡易入力システムを利用する事業所は、新しい簡易入力システム（Ｖ２．２）へのバー

ジョンアップが必要 （電子請求受付システム参照）

障害福祉情報サービスかながわ ＵＲＬ http://www.rakuraku.or.jp/shienhi/

「書式ライブラリ」→「６厚生労働省通知」→「1 障害者自立支援法の運用（厚生労働省通知等） 」
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移行時運営安定化
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サービスコード

移行時運営安定化就労継続支援Ａ型

移行時運営安定化就労継続支援Ｂ型

移行時運営安定化就労移行支援

移行時運営安定化就労移行支援（養成施設）

移行時運営安定化

移行時運営安定化

移行時運営安定化

移行時運営安定化

移行時運営安定化

移行時運営安定化

移行時運営安定化

サービス内容

宿泊型自立訓練

自立訓練（生活訓練）

施設入所支援

自立訓練（機能訓練）

共同生活援助

共同生活介護

生活介護

療養介護

サービス種類

移行時運営安定化請求サービスコード

精神障害者社会復帰施設等
が新体系に移行した場合

対象外

受けている

移行後の９割保障

受けている受けていない

移行後の９割保障

Ａ Ｂ Ｃ Ｄ

旧法施設が新体系に移行
した場合

Ⅳ 移行時運営安定化事業の助成額の算定（算定シートが一部簡素化されています）

移行前月に９割保
障を受けていない

移行前月に９割保
障を受けていた

受けていない

平成21年４月

以前に新体系
に移行した

平成21年４月

以前に新体系
に移行した

平成21年５月

以降に新体系
に移行した

平成21年５月

以降に新体系
に移行した

平成21年４月

以前に新体系
に移行した

平成21年４月

以前に新体系
に移行した

平成21年５月

以降に新体系
に移行した

平成21年５月

以降に新体系
に移行した

算定シート
③

算定シート
①

算定シート
③

算定シート
①

算定シート
④＋③

算定シート
④＋①

算定シート
④＋③

算定シート
④＋①

複数の旧法
から移行

(旧法時代に)
相互利用なし

(旧法時代に)
相互利用あり

＊丸数字は、加算額を算出する算定シートの番号

算定シート

②

算定シート

②

＊算定シートの丸数字は新しい算定シートの番
号で記載。ダウンロード→ 障害福祉情報サービ
スかながわ

http://www.rakuraku.or.jp/shienhi/

「書式ライブラリ」→「６厚生労働省通知」→「1 障
害者自立支援法の運用（厚生労働省通知等） 」

に掲載しています。

Ｅ Ｆ

＊アルファベットは
次頁の計算式
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①補正した給付単位数
新体系移行前月の利用者で平成２１年４月報酬改定後の特定旧法指定施設に係る報酬単価を用いて算出した給付単位数（保障

単位数補正シートで算出した保障単位数）

②新体系移行前月の給付単位数
新体系移行前月における当該事業所の全利用者に係る介護給付費・訓練等給付費明細書中「給付単位数」の合計額

③新体系移行後の各月給付単位数
新体系移行後の各月の当該事業所の全利用者に係る介護給付費・訓練等給付費明細書中「給付単位数」の合計額

④新体系移行後の実利用延べ日数
新体系移行後における１月間の利用者の利用日数の合計数

⑤１単位の単価
厚生労働大臣が定める１単位の単価（平成１８年厚生労働省告示第５３９号）

補正した給付単位数① － 新体系移行後の各月給付単位数③

新体系移行後の実利用延べ日数④
× １単位の単価⑤

イ 平成２１年５月以降に新体系へ移行した場合

新体系移行前月の給付単位数② － 新体系移行後の各月給付単位数③

新体系移行後の実利用延べ日数④
× １単位の単価⑤

１ 旧法施設が新体系へ移行した場合

ア 平成２１年４月以前に新体系へ移行した場合

(1) 新体系移行後において９割保障の適用がない場合

Ａ

Ｂ

①補正した給付単位数
新体系移行前月の利用者で平成２１年４月報酬改定後の特定旧法指定施設に係る報酬単価を用いて算出した給付単位数（保障

単位数補正シートで算出した保障単位数）

②新体系移行前月の給付単位数
新体系移行前月における当該事業所の全利用者に係る介護給付費・訓練等給付費明細書中「給付単位数」の合計額

③９割保障を算定する際の保障単位数
事業運営安定化事業の「旧体系における激変緩和措置（90％保障）の助成をうけていない場合」に算出する旧体系における保

障単位数のこと。
・９割保障を算定する際の保障単位数＝助成算定基準単位数＋加算給付単位数
→助成算定基準単位数＝｛（「平成18年3月の実利用者数×30.4or22日×90％」×「改定前の区分Ａ単位」）－（「新体系移
行前月の実利用延べ日数」×「新体系移行前月の区分Ａ単位」）｝×0.9（給付率）＋「新体系移行前月の基本報酬単位数

（各種加算を除いたもの）」
→加算給付単位数＝新体系移行前月における１月間の加算給付単位数

④新体系移行後の実利用延べ日数
新体系移行後における１月間の利用者の利用日数の合計数

⑤１単位の単価
厚生労働大臣が定める１単位の単価（平成１８年厚生労働省告示第５３９号）

(2) 新体系移行後において９割保障の適用がある場合

補正した給付単位数① － ９割保障を算定する際の保障単位数③

新体系移行後の実利用延べ日数④
× １単位の単価⑤

イ 平成２１年５月以降に新体系へ移行した場合

新体系移行前月の給付単位数② － ９割保障を算定する際の保障単位数③

新体系移行後の実利用延べ日数④
× １単位の単価⑤

ア 平成２１年４月以前に新体系へ移行した場合 Ｃ

Ｄ
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①新体系移行前年度の国庫補助基準額（月額）
・国庫補助基準額（又は交付決定額）が年額の場合：新体系移行前年度の国庫補助基準額÷12月÷10円
・国庫補助基準額（又は交付決定額）が月額の場合：新体系移行前年度の国庫補助基準額÷10円

②新体系移行後の各月給付単位数
新体系移行後の各月の当該事業所の全利用者に係る介護給付費・訓練等給付費明細書中「給付単位数」の合計額

③９割保障を算定する際の保障単位数
・国庫補助基準額（又は交付決定額）が年額の場合：新体系移行前年度の国庫補助基準額÷12月÷10円×90％
・国庫補助基準額（又は交付決定額）が月額の場合：新体系移行前年度の国庫補助基準額÷10円×90％

④新体系移行後の実利用延べ日数
新体系移行後における１月間の利用者の利用日数の合計数

⑤１単位の単価
厚生労働大臣が定める１単位の単価（平成１８年厚生労働省告示第５３９号）

(1) 新体系移行後において９割保障の適用がない場合

新体系移行前年度の国庫補助基準額(月額)① － 新体系移行後の各月給付単位数②

新体系移行後の実利用延べ日数④
×１単位の単価⑤

(2) 新体系移行後において９割保障の適用がある場合

新体系移行前年度の国庫補助基準額(月額)① － ９割保障を算定する際の保障単位数③

新体系移行後の実利用延べ日数④
×１単位の単価⑤

２ 精神障害者社会復帰施設等が新体系へ移行した場合

Ｅ

Ｆ

Ⅴ-１ 運用上の留意事項について

（１） 各種減算（定員超過減算等）を受けている新体系事業所は、減算を行う前の単位数を「新体系
移行後の各月の給付単位数」として、助成額の算定を行う。

（２） 多機能型事業所に移行した場合は、サービス全ての給付単位数を合算し、当該事業所の全て
の利用者数で利用者1日1人あたりの単価を算出し、全ての利用者で請求する。

（３） 障害者支援施設、日中活動と宿泊型自立訓練の一体的な事業所に移行した場合は、施設入
所支援、又は宿泊型自立訓練の利用者数で利用者1日1人当たりの単価を算出し、施設入所支援

又は宿泊型自立訓練の利用者で請求する。（昼間実施サービスのみの利用者、日中活動のみの利
用者では請求しない）

（４） 事業者の責によらない事由（災害やインフルエンザ等）がある場合は次のように取扱う。
・新体系移行前に、事業所からの申し出があり都道府県が認めた事業所の責によらない事由によ
り報酬が9割保障の適用を受けるまでに減額した場合は、報酬が減額する前の報酬水準を基準と

して助成を行う。
・災害等が長期に渡った場合も、災害等により報酬が減額する前の報酬水準として助成を行う。

７



Ⅴ-２ 運用上の留意事項について

（５） 旧法施設から複数の事業所（多機能型事業所ではなく、事業所番号を別に持った複数の事業
所）に移行した場合は、次のように取扱う。
①移行先の事業所の範囲
同一法人が運営主体であって、法人の申請に基づき旧体系施設からの移行先であると都道府

県が認めた事業所（移行日も同日）については、複数事業所（旧体系時の施設と同一敷地である
ものに限らない。）を移行先事業所ととらえることができる。

② 助成額の算定方法
助成額＝旧体系の移行前月収入－（中核事業所の当月収入＋移行先分離事業所の当月収入）
※「中核事業所」とは移行先の中核となる事業所のこと。（旧体系施設と同一敷地内に移行事業

所がある場合は、当該同一敷地内事業所を中核事業所とし、そうでない場合は、最も自立支援給
付の請求額が多い事業所を中核事業所とする。）
※「移行先分離事業所」とは中核事業所以外の事業所のこと。

③ 助成額の請求方法等
○ 助成額の請求は移行先の中核事業所が行う。
○ 既存の事業所の定員増を行う形で移行した場合は、当該定員増の部分も移行先の事業所

ととらえ、定員が増えた分の収入も移行先の事業所の収入として取り扱う。そのため旧法の収入
額を上回り、当該事業の対象外になることもありえる。

厚生労働省資料

平成21年１１月２日現在
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平成２１年１１月２日
障害福祉課福祉サ－ビス係

移行時運営安定化事業（従前額助成）の取扱いについて
１ 目的

現行においても日割り化対策及び新体系への移行促進策として事業運営安定化事業（９割保障）を実施して
いるところであるが、更に新体系への移行を促進するとともに事業運営の安定化を図ることを目的として本事業
を実施する。

２ 基本的な考え方
① ９割保障の適用を受けない特定旧法指定施設注１が新体系サービスへ移行した場合、移行前月の報酬水
準を基準とした助成を行う。

② いわゆる「ハコ払い施設」の精神障害者社会復帰施設等注２が新体系サービスへ移行した場合、新体系移
行前年度の国庫補助基準額（又は交付決定額）の水準を基準とした助成を行う。

③ 本事業の実施以前に新体系サービスへ移行した場合も助成対象とする。
○ 平成２１年３月までに新体系へ移行した特定旧法施設については、新体系移行前月の利用者数で平成

２１年４月報酬改定後の報酬単価を用いて算出した報酬見込額の水準を基準とした助成を行う。
○ 本事業実施以前に新体系へ移行した精神障害者社会復帰施設等については、新体系移行前年度の国庫

補助基準（又は交付決定額）の水準を基準とした助成を行う。

注１：特定旧法指定施設とは、身体障害者療護施設、身体障害者更生施設、身体障害者入所授産施設、身
体障害者通所授産施設、知的障害者入所更生施設、知的障害者通所更生施設、知的障害者入所授産施設、
知的障害者通所授産施設、知的障害者通勤寮のこと。

注２：精神障害者社会復帰施設等とは、精神障害者生活訓練施設、精神障害者入所授産施設、精神障害者
通所授産施設、精神障害者福祉工場、精神障害者福祉ホーム、精神障害者福祉ホームB型、身体障害者小規

模通所授産施設、身体障害者福祉工場、身体障害者福祉ホーム、知的障害者小規模通所授産施設、知的障害
者福祉工場、知的障害者福祉ホーム、地域生活支援事業の福祉ホームのこと。

厚生労働省事務連絡（抜粋）

３ 従前額助成を適正に実施するための取扱い等
(1) 事業所の責によらない事由の場合（参考１）

新体系への移行前に、事業所からの申し出があり都道府県が認めた事業所の責によらない事由（災害や
インフルエンザなど）により報酬が９割保障の適用を受けるまで減額した場合は、報酬が減額する前の報酬
水準を基準とした助成を行う。
同様に災害等が長期に渡った場合についても、災害等により報酬が減額する前の報酬水準を基準とした

助成を行うこととする。

(2) 複数の新体系サービスに移行した場合（参考２）

新体系移行は、一の事業所が複数事業所（多機能型事業所以外）に移行することも考えられるから、この
ような場合にも移行の実態に即した助成を行うこととし、次のように取り扱うこととする。

① 移行先の事業所の範囲
同一法人が運営主体であって、法人の申請に基づき旧体系施設からの移行先であると都道府県が認めた

事業所（移行日も同日）については、複数事業所（旧体系時の施設と同一敷地であるものに限らない。）を移行
先事業所ととらえることができる。

② 助成額の算定方法
助成額＝旧体系の移行前月収入－（中核事業所の当月収入＋移行先分離事業所の当月収入）

※「中核事業所」とは移行先の中核となる事業所のこと。（旧体系施設と同一敷地内に移行事業所がある
場合は、当該同一敷地内事業所を中核事業所とし、そうでない場合は、最も自立支援給付の請求額が多い
事業所を中核事業所とする。）

※「移行先分離事業所」とは中核事業所以外の事業所のこと。

③ 助成額の請求方法等
○ 助成額の請求は移行先の中核事業所が行う。
○ 既存の事業所の定員増を行う形で移行した場合は、当該定員増の部分を移行先の事業所ととらえ、事

業所全体の定員数に占める移行に伴い増加した定員数の割合で按分した収入を移行先の事業所の収入とし
て取り扱う。 ９



(３) 定員数を減少させた事業所の取扱い

利用者を別法人の他の事業所に移すなどして、定員数を減少させた場合については、必要以上に保障額
が大きくなってしまうため、各事業所の個別の事情等を勘案し、保障単位数の水準をその定員規模を踏まえ
た適切な水準となるよう調整を行うことが必要である。

ただし、直ちに保障水準を引き下げることは、事業所の運営に大きな影響を与える可能性もあることから、
現在の職員を活用し新たな事業展開を行う等の指導を行うなど、期間をあらかじめ提示して保障水準を徐々
に逓減させる等の措置を講じられたい。

（例）旧体系時において、利用定員40人の知的障害者通所授産施設が、別法人に利用者を移し、利用定員
20人の就労継続支援Ｂ型事業所へ移行した場合

○取扱い例：算定シート中「旧体系における保障単位数」に算出された単位数に２０／４０を乗じたものから
「新体系移行後の給付単位数」を差し引いた単位数を、事業運営安定化事業の給付単位数とする。

４ その他
① 従前額助成が適用される場合、利用者１人１日当たりの助成単位を算出し、指定事業所番号単位で

請求する。

② 事業者は都道府県に従前額助成の適用有無及び保障単位数を届け出ることとなっており、都道府県は
従前額助成の保障単位数が適切か否かを審査することが望ましい。

③ 障害者支援施設又は日中活動サービスと宿泊型自立訓練を一体的に管理運営する事業所に移行した場
合は、施設入所支援又は宿泊型自立訓練の利用者数で利用者１人１日当たりの助成単位を算出し、施設入
所支援又は宿泊型自立訓練の利用者数で請求する。

多機能型事業所に移行した場合は、当該事業所の全ての利用者数で利用者１人１日当たり単価を算出
する。

○ 旧法施設が平成２１年５月以降に新体系へ移行した場合は、新体系移行前月の報酬水準を基準とした助成を行う。なお、平成
２１年４月以前に新体系へ移行した場合は、新体系移行前月の利用者数で平成２１年４月報酬改定後の旧法施設に係る報酬単価
を用いて算出した報酬見込額の水準を基準とした助成を行う。

○ 精神障害者社会復帰施設等が新体系へ移行した場合、新体系移行前年度の国庫補助基準額（又は交付決定額）の水準を基準と
した助成を行う。

90％ 90％

基本報酬
（月払い）

加算額

90
％

区分Ａの単価×
実利用者数
×30.4or22日
×90％

旧支援費制度 旧法施設

旧法施設が報酬改定前に
新体系へ移行した場合

（平成21年４月以前に移行）

移行

基本報酬
（日払い）

加算額

基本報酬
（日払い）

+5.1%UP

加算額

基本報酬
（日払い）

通所(5単位)
入所(39単位)
の基本報酬

のUP

旧法施設が報酬改定後に
新体系へ移行した場合

（平成21年５月以降に移行）

旧法施設 新体系

移
行

加算額

従前額助成
ライン

従前額助成

新体系

加算額

基本報酬
（日払い）

既に移行した
旧法施設との差

補
正

基本報酬
（日払い）

新体系移行前月
の利用者数で平
成２１年４月以
降の旧法施設に
係る報酬を算出
した額

加算額 従前額助成

従前額助成
ライン

移行時運営安定化事業（従前額助成）について
事業運営安定化事業（いわゆる「９割保障」）の適用を受けない特定旧法指定施設（以下「旧法施設」という。）が新体系

サービス（以下「新体系」という。）へ移行した際（本事業実施以前に新体系へ移行したものについても助成対象とする。）、
新体系移行前月の報酬水準を下回る場合に、その差額について助成し、新体系への移行を促進するとともに事業運営の安定化を
図る。
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旧法施設の従前額助成①
（９割保障の適用を受けない旧法施設が新体系へ移行する場合であって、新体系移行後にも９割保障の適用を受けない場合）

○ 助成単位数＝保障単位数－給付単位数（新体系移行後の各月の報酬）
○ 保障単位数については、
ａ．平成２１年４月以前に新体系へ移行した場合は、新体系移行前月の利用者数で平成２１年４月報酬改定後の報酬単価を用いて算出
した報酬見込額の水準

ｂ．平成21年5月以降に新体系サービスに移行した場合は、新体系移行前月の報酬水準

90％

90
％

90％

基本報酬
（月払い）

平成１８年３月現在

加算額

区分Ａの日額単価×実利用
者数×30.4or22日×90％

旧支援費制度

加算額

基本報酬
（日払い）

旧法施設 新体系

基本報酬
（日払い）

移行

加算額
従前額助成

90
％
を
上
回
っ
て
運
営

新
体
系
移
行
後
に
お
い
て
も

90
％
を
上
回
っ
て
運
営

新体系移行後の
従前額助成ライン

保
障
単
位
数

助
成
単
位
数

給
付
単
位
数

旧法施設の従前額助成②
（９割保障の適用を受けない旧法施設が新体系へ移行する場合であって、新体系移行後に９割保障の適用を受ける場合）

９割保障

○ 助成単位数＝保障単位数－９割保障単位数（９割保障を算定する際に届け出る保障単位数）
○ 保障単位数については、
ａ．平成２１年４月以前に新体系へ移行した場合は、新体系移行前月の利用者数で平成２１年４月報酬改定後の報酬単価を用いて算出
した報酬見込額の水準

ｂ．平成２１年５月以降に新体系サービスに移行した事業所については、新体系移行前月の報酬水準

90％

90
％

90％

基本報酬
（月払い）

平成１８年３月現在

加算額

区分Ａの日額単価×実利用
者数×30.4or22日×90％

旧支援費制度

加算額

基本報酬
（日払い）

旧法施設 新体系

基本報酬
（日払い）

移行

加算額 従前額助成

90
％
を
上
回
っ
て
運
営

新
体
系
移
行
後
に
お
い
て

90
％
を
下
回
っ
て
運
営

新体系移行後の
従前額助成ライン

保
障
単
位
数

助
成
単
位
数

９
割
保
障
単
位
数
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精神障害者社会復帰施設等の従前額助成①
（精神障害者社会復帰施設等が新体系へ移行する場合であって、新体系移行後に９割保障の適用を受けない場合）

○ 助成単位数＝保障単位数－給付単位数
○ 保障単位数については、新体系移行前年度の国庫補助基準額又は交付決定額の月額の水準とする。
○ 本事業実施以前に新体系に移行している場合も本事業の対象となる。
○ 地域生活支援事業の福祉ホームについても、新体系に移行した場合は、本事業の対象となる。

国庫補助基準額
（月額）

90％ 90％

精神障害者社会復帰施設等 新体系

基本報酬
（日払い）

移行

従前額保障分

90
％

新
体
系
移
行
後
に
お
い
て
も

90
％
を
上
回
っ
て
運
営

保
障
単
位
数

加算額

給
付
単
位
数

助
成
単
位
数

新体系移行後の
従前額保障ライン

精神障害者社会復帰施設等の助成方法②
（精神障害者社会復帰施設等が新体系へ移行する場合であって、新体系移行後に９割保障の適用を受ける場合）

○ 助成単位数＝保障単位数－９割保障単位数（９割保障を算定する際に届け出る保障単位数）
○ 保障単位数については、新体系移行前年度の国庫補助基準額又は交付決定額の月額の水準とする。
○ 本事業実施以前に新体系に移行している場合も本事業の対象となる。
○ 地域生活支援事業の福祉ホームについても、新体系に移行した場合は、本事業の対象となる。

９割保障

国庫補助基準額
（月額）

90％ 90％

精神障害者社会復帰施設等 新体系

基本報酬
（日払い）

移行

従前額保障分

90
％

新
体
系
移
行
後
に
お
い
て

90
％
を
下
回
っ
て
運
営

保
障
単
位
数

加算額

９
割
保
障
単
位
数

助
成
単
位
数
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事業運営安定化事業(９割保障)と移行時運営安定化事業(従前額助成)の関係

（参考）

基本報酬
（日払い）

基本報酬
（月払い）

加算額

旧法施設 新体系

平成１８年
３月現在

加算額

100％

90％

基本報酬
（日払い）

９割保障

加算額

基本報酬
（日払い）

【旧体系時に９割水準を下回っている場合】

事業運営安定化事業
（９割保障）

移行時運営安定化事業
（従前額保障）

加算額

９割保障

基本報酬
（日払い）

90
％

区分Ａの日額単価
×実利用者数
×30.4or22日
×90％

移
行

【旧体系時に９割水準を上回っている場合】

旧法施設 新体系

移
行

加算額
従前額助成

90％

100％

旧支援費制度

新体系移行後の
９割保障ライン

新体系移行後の
従前額保障ライン

○ 新体系サービス移行時において、新体系移行前に事業運営安定化事業（９割保障）の適用を受けていた旧法施設について
は、上図のとおり既に９割保障を含めた移行前月の報酬を保障しているところであるので、移行時運営安定化事業（従前額
助成）の対象としない。

移行時運営安定化事業

厚生労働省資料
１３



（３）助成額
以下の算定式により各月ごとに算出することとする。
（特定旧法指定施設等における基準月の報酬） － （当該月の報酬）

なお、ここでいう『特定旧法指定施設等における基準月の報酬』は次のとおりとする。
ア 特定旧法指定施設（注１）が新体系サービスへ移行した場合
① 平成２１年５月以降に移行した事業所：新体系移行前月の特定旧法指定施設における報酬
② 平成２１年４月以前に移行した事業所：新体系移行前月の実利用者で平成２１年４月以降

の特定旧法指定施設に係る報酬を算出した額

イ 精神障害者社会復帰施設等（注２）が新体系サービスへ移行した場合
新体系移行年度の前年度の国庫補助基準額（月額）

注１：特定旧法指定施設とは、旧身体障害者更生施設、旧身体障害者療護施設、旧身体障害者入所授産施設、旧身体障
害者通所授産施設、旧知的障害者入所更生施設、旧知的障害者入所授産施設、旧知的障害者通勤寮、旧知的障害
者通所更生施設、旧知的障害者通所授産施設のことをいう。

注２：精神障害者社会復帰施設等とは、身体障害者小規模通所授産施設、身体障害者福祉工場、身体障害者福祉ホーム、
知的障害者小規模通所授産施設、知的障害者福祉工場、知的障害者福祉ホーム、精神障害者生活訓練施設、精神
障害者入所授産施設、精神障害者通所授産施設、精神障害者小規模通所授産施設、精神障害者福祉工場、精神障
害者福祉ホーム精神障害者福祉ホームＢ型のことをいう。

※：詳細は事務処理要領にてお示しする予定。

３ 補助割合 国１０／１０

４ 実施年度 平成２１年度～２３年度（平成２１年度は１０月から実施予定）

５ そ の 他
・本事業の実施に当たっては、利用者からの負担を求めてはならない。
・事業者は介護給付費又は訓練等給付費の請求と併せて、国保連に対し本助成金を請求することとする。

６ 事業担当課室・係 障害福祉課 福祉サービス係

厚生労働省資料

＜問合せ先＞

◆ 神奈川県保健福祉部障害福祉課

（精神障害者社会復帰施設等からの移行の場合）

施設福祉班 電話 ０４５（２１０）４７２４（直通）

（上記以外の場合）

自立支援調整班 電話 ０４５（２１０）４７３２（直通）

◆ 又は、市町村障害福祉主管課
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